
































































持つものをいう。例えば、独占禁止法 ₂ 条 ₉ 項 ₁ 号から ₃ 号、一般指定 ₁ 項、₆ 項、₁₁項、
₁₄項等がある。
5 　根岸哲「「競争の実質的制限」と「競争の減殺」を意味する公正競争阻害性との関係」
































































11　ABA section of Antitrust law「Antitrust Law Developments（seventh）」第 ₂ 章（₂₀₁₂）



























































いては、下記 ₂（ ₃ ）で論じる。
ア　市場における競争は、市場に参加している事業者（既存の事業者のほか、潜在
17　排除型私的独占ガイドライン第 ₃、₂
18　金井貴嗣他編著「独占禁止法（第 ₄ 版）」第 ₂ 章第 ₂ 節（平成₂₅年）
19　根岸哲　舟田正之「独占禁止法概説（第 ₄ 版）」第 ₂ 章第 ₅ 節（平成₂₂年）
20　平林英勝「NTT 東日本による FTTH サービスの私的独占事件審決の検討」判例タイムズ
₁₂₄₆号（平成₁₉年₁₀月）、岡田幸人「最高裁判所判例解説」法曹時報第₆₄巻第₁₁号（平成₂₄






















































































23　司 法 省 報 告 書「Competition and Monopoly: Single-Firm Conduct Under Section₂ of The 
Sherman Act」（₂₀₀₈）、ABA section of Antitrust law「Antitrust Law Developments (seventh)」第
₂ 章（₂₀₁₂）、 欧 州 委 員 会「Guidance on the Commission＇s enforcement priorities in applying 
Article₈₂ of the EC Treaty to abusive exclusionary conduct by dominant undertakings」（₂₀₀₉）、排









































































































33　Simon Bishop and MikeWalker「The Economics of EC Competition Law: Concepts, Application 


































（ 1）インテル事件（勧告審決平成17年 4 月13日）
ア　事案の概要
　インテルが、平成₁₄年以降、国内パソコンメーカー ₅ 社に対し、₅ 社が製造販売





























テル製 CPU を搭載したパソコンを有することが重要となっていた。（事実 ₁（ ₆ ）




強く望んでいる状況にあった。（事実 ₁（ ₆ ）イ）
（ウ）排除行為の背景・目的
・平成₁₂年ころ以降、AMD が低価格販売によりシェアを増加（約₁₇％から約








維持した。（事実 ₂（ ₂ ））
②競争者（AMD 等 ₂ 社）の市場シェアは、約₂₄％（平成₁₄年）から約₁₁％（平
成₁₅年）に減少（事実 ₃ ）




























工業者は、ニプロからのみ生地管を購入せざるを得ない。（理由第 ₁、₂（ ₂ ））
②生地管アンプルのユーザーである製薬会社が、輸入生地管を使用したアンプル
に切り替える場合に検査に ₃ か月から ₆ か月以上の期間を要することや、製薬
会社の中には、日本電気硝子製生地管を指定する者がいることなどから、ユー
ザーであるアンプル加工業者にとって、事業活動を行う上で、ニプロとの取引
が不可欠な状況（理由第 ₁、₂（ ₂ ）エ（ア））
（ウ）価格水準、価格設定行為
①外国の生地管製造業者の工場出し値は、日本電気硝子の半額から ₃ 分の ₂ であ
り、著しい内外価格差がある一方、輸入品の品質は、日本電気硝子製に比し遜
色がない。（理由第 ₁、₂（ ₂ ））
②ニプロは価格改定（平成 ₂ 年から平成 ₇ 年までの間）に当たり、同一時期にほ
とんどの取引先に対し、ほぼ同一幅で販売価格を改定（引上げ、引下げ）して





ていたナイガイに対し、排除行為を実施（理由第 ₁、₂（ ₂ ）イ（ウ）、エ（ウ）、





なった。（理由第 ₄、₅ 及び ₆ ）
（ 3）NTT東日本事件（最高裁平成22年12月17日）
ア　事案の概要








































いないため、競争者は営業面で不利38（理由 ₃（ ₅ ））
（ウ）排除行為の背景・目的39
（エ）排除行為の結果・影響（排除行為の実効性）
























































43　Commission Decision, COMP/C-₃/₃₇.₉₉₀-intel (₁₃May₂₀₀₉)
44　関連市場として、x₈₆CPU の部分市場として、サーバー向け、デスクトップ向け、ラッ
プトップ向けも対象となっている。
















































































である。また、デル・HP の営業利益率の低さ（それぞれ ₉ ％、₄ ％）は、経
験的に実質的な市場支配力を持っていることを示していない。これは、高い固















































47　Commission Decision, COMP/A.₃₇.₅₀₇/F₃-AstraZeneca (₁₅June₂₀₀₅)
　　General Court, AstraZeneca v. Commission (₁July₂₀₁₀) T-₃₂₁/₀₅


















































































































































































































































54　Gunnan Niels, Helen Jenkins and James Kavanagh「Economics for Competition Lawyers」（₂₀₁₁）
によれば、イギリスでは、他国に比し利益率分析が定着しているとされている。
